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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

また、第42期中間会計期間（平成18年９月期）より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については

記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の損益等から見て重要性が乏しいものとして記載を

省略しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第42期（平成19年３月期）までは潜在株式

が存在しないため、第43期中間会計期間（平成19年９月期）は１株当たり中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） － 18,265,729 9,690,962 40,447,964 39,404,689 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（千円） － 3,179,578 △905,430 8,554,241 7,148,339 

中間（当期）純利益又は

中間純損失（△） 
（千円） － 1,902,777 △719,470 5,572,982 4,302,497 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 56,209 3,281,076 56,209 3,281,076 

発行済株式総数 （株） － 108,418 254,955 108,418 254,955 

純資産額 （千円） － 28,683,890 35,686,433 27,802,953 37,472,011 

総資産額 （千円） － 34,802,808 42,000,271 41,875,874 44,571,379 

１株当たり純資産額 （円） － 264,567.60 139,971.50 254,413.04 146,975.00 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り中間純損失金額（△） 

（円） － 17,550.38 △2,821.95 50,283.52 19,382.02 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 1,750 8,000 4,000 

自己資本比率 （％） － 82.4 85.0 66.4 84.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △1,821,306 306,326 10,036,193 1,245,370 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △984,988 △1,314,793 △2,254,078 △3,356,531 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △867,344 △1,016,226 408,000 5,582,390 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
（千円） － 15,701,013 20,821,187 19,374,651 22,845,881 

従業員数 （人） － 346 377 312 358 



５．第42期（平成19年３月期）の１株当たりの配当額には、上場記念配当500円を含んでおります。   

６．第42期中間会計期間（平成18年９月期）から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

７．当社は、平成18年11月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

   なお、遡及修正を行った場合の１株当たりの指標の推移を参考までに掲げると次のとおりであります。 

回     次 第41期中 第42期中  第41期 

決 算 年 月 平成17年９月   平成18年９月 平成18年３月  

１株当たり純資産額 (円) － 132,283.80 127,206.52 

１株当たり配当額 (円) － － 4,000 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
(円) － 8,775.19 25,141.76 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
(円) － － － 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（嘱託社員を含んでおります。）であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 377 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、企業収益が好調に推移する中、設備投資も引き続き増加し、雇用の増加を背景

に個人消費も底堅く、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 パチンコホール業界におきましては、パチンコ参加人口の減少に加え、当中間期にピークを迎えましたパチスロ

遊技機の新規則対応機（５号機）への移行に伴う設備投資負担などにより、依然として厳しい経営環境となりまし

た。その影響もあり、パチンコホールでは手堅く集客が見込める一部の人気機種を大量導入する一方、その他の機

種では小規模の導入にとどめるなど、新機種の選別傾向が一段と強まりました。 

 遊技機業界におきましては、メーカー各社から多数の新機種が発売される反面、大量導入に結びつく遊技機は一

部に限られたため、ヒット機種の有無によりメーカー間の販売シェアには大きな格差が生じました。 

 このような状況のもと、当社のパチンコ遊技機事業につきましては、採用後約２年半を経過した現行本体枠対応

機種の最終販売時期となるため、パチンコホールの買い控え等の影響が見込まれましたが、そのような要因を払拭

すべく、パチンコホールの求める集客力、稼働の良さといったニーズへの高まりに応える遊技機の開発に取組んで

まいりました。 

 特に、迫力ある可動役物の搭載など、大当たりに至るまでの演出効果を高めるとともに、映画、人物との版権タ

イアップ機種のほか、当社オリジナルキャラクターを用いた遊技機を投入するなど、商品ラインナップの充実を図

りました。 

 しかしながら、競合他社からも話題性の高い遊技機が発売されたこともあり、当社の遊技機は大量導入には結び

つかず、比較的小規模の受注となったため、販売台数が伸び悩みました。 

 また、パチスロ遊技機事業につきましては、５号機の入替需要を見込んだ新機種が他メーカーからも多数投入さ

れましたが、パチンコ遊技機と同様にパチンコホールにおける導入機種が特定の人気機種に集中したことや、当中

間期は当初２機種の発売計画に対して、１機種のみの発売となったため、販売台数が減少しました。 

 一方、利益面につきましては、販売の不振に加え、調達に長期間を要する部材のたな卸資産廃棄損などの発生

や、名古屋事業所における旧生産ラインの固定資産除却損などにより、大幅な損失となりました。 

 この結果、当中間期の業績は、売上高96億90百万円（対前年同期比46.9％減）、営業損失９億68百万円（前年同

期は営業利益31億18百万円）、経常損失９億５百万円（前年同期は経常利益31億79百万円）、中間純損失７億19百

万円（前年同期は中間純利益19億２百万円）となりました。 

  

 事業の部門別の状況は次のとおりであります。 

  

（パチンコ遊技機事業） 

 パチンコ遊技機事業につきましては、「ＣＲかっぱ伝説」（平成19年４月発売）、「ＣＲプロジェクトＡ」（平

成19年６月発売）、「ＣＲ島倉千代子の千代姫七変化」（平成19年７月発売）、「ＣＲジュマンジ」（平成19年９

月発売）などを市場投入し、販売台数は44千台（対前年同期比44.7％減）、売上高は92億91百万円（同46.8％減）

となりました。 

  

（パチスロ遊技機事業） 

 パチスロ遊技機事業につきましては、「パチスロ ブルース・リー」（平成19年６月発売）を市場投入し、販売

台数は１千台（対前年同期比46.9％減）、売上高は３億99百万円（同49.7％減）となりました。 

  

  



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ20億24百万円減少

し208億21百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、３億６百万円（前年同期は18億21百万円の資金の減少）となりました。これは

主に売上債権の減少36億３百万円、仕入債務の増加５億48百万円などが増加の要因であり、税引前中間純損失11億

31百万円、たな卸資産の増加８億64百万円、長期前払費用の増加12億20百万円、法人税等の支払10億７百万円など

が減少の要因であります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、13億14百万円（前年同期は９億84百万円の資金の減少）となりました。これは

主に有形固定資産の取得による支出であります。その主な内容は、名古屋事業所の生産設備改修による資産の取得

４億63百万円、新規金型の取得５億69百万円などであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、10億16百万円（前年同期は８億67百万円の資金の減少）となりました。これ

は、配当金の支払によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は、基本的に製品の受注動向を見ながら生産を行っておりますが、生産から納品までが非常に短期間である

ことなどから、初期受注分については、見込み生産を行っております。また、総受注に占める初期受注分の割合が

大半であることから、受注状況の記載は営業実態を表さないため、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

パチンコ遊技機事業（千円） 8,728,464 57.7 

パチスロ遊技機事業（千円） 393,089 50.0 

合計 9,121,553 57.3 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

パチンコ遊技機事業（千円） 9,291,088 53.2 

パチスロ遊技機事業（千円） 399,873 50.3 

合計 9,690,962 53.1 



５【研究開発活動】 

 当社は、「お客様の繁栄を売ろう～より良い稼働 より高い信頼～」の企業理念のもと、研究開発活動を経営の最

重要課題の一つと位置づけ、市場ニーズにあった開発だけでなく、当社自らが新しいニーズを発生させる挑戦的で新

規性の高い製品の開発を目指し、積極的な研究開発活動を行っております。 

 平成19年９月30日現在の研究開発体制は、105名のスタッフからなっており、当中間会計期間における研究開発費

の総額は19億20百万円となっております。 

（パチンコ遊技機事業） 

 パチンコ遊技機につきましては、当中間会計期間では、当社オリジナルキャラクターを採用し、多彩な演出を盛り

込んだ「ＣＲかっぱ伝説」、ジャッキー・チェン氏主演映画「プロジェクトＡ」をモチーフに、連続開閉や光の演出

を活かした「Ａゲート」役物を搭載し、映画のアクションやコミカルな楽しさを再現した「ＣＲプロジェクトＡ」、

演歌歌手島倉千代子氏を起用し、可動役物「大回転華吹雪」や光の演出「３連蝶ランプ」を搭載し、わかりやすさを

追求した「ＣＲ島倉千代子の千代姫七変化」、映画「ジュマンジ」の魅力を15インチ液晶を搭載したパチンコで再現

し、映画の名場面を演出に盛り込んだ「ＣＲジュマンジ」などを市場投入いたしました。 

なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は、13億46百万円となりました。 

  

（パチスロ遊技機事業） 

 パチスロ遊技機事業につきましては、新筺体「イルミネーション・フォース」を採用し、カンフー映画のパイオニ

ア的存在であるブルース・リー氏をモチーフとした「パチスロ ブルース・リー」を市場投入いたしました。 

なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は、５億73百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、パチンコ新枠ラインの新設に着手したことに伴い、旧生産設備を除却しております。 

  その設備の状況は、次のとおりであります。 

 （注）金額には消費税等を含めておりません。 

  

 上記のほか、当中間会計期間において、主要なリース設備のうち一部を解約しております。 

 その設備の状況は、次のとおりであります。 

 （注）金額には消費税等を含めておりません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

    当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡張、改修、除却、売却等の計画はありません。 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

帳簿価額（千円） 従業員数 

（人） 機械及び装置 工具器具備品 合計  

 名古屋事業所 

 （愛知県一宮市） 

パチンコ遊技機、パチス

ロ遊技機の生産設備およ

び開発設備  

170,662 333 170,996 128  

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

リース契約解約損

計上額（千円） 
備考 

 名古屋事業所 

 （愛知県一宮市） 

パチンコ遊技機 

製造設備  
81,490 

所有権移転外 

ファイナンス・リース  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 800,000 

計 800,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 254,955 254,955 ジャスダック証券取引所 － 

計 254,955 254,955 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 254,955 － 3,281,076 － 3,228,458 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）および日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口）の所有株式数は、信託業務に係るものであります。 

２．松元香揚子は、平成19年10月31日に氏名を釣谷香揚子、住所を大阪府大阪狭山市に変更しております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

松元 邦夫 大阪市天王寺区 95,560 37.48 

松元 正夫 兵庫県芦屋市 65,626 25.74 

松元 香揚子 大阪市天王寺区 24,280 9.52 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナシ

ョナル・ピーエルシー 

（常任代理人 モルガン・スタ

ンレー証券株式会社 証券管理

本部 オペレーション部門） 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON 

E144QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号） 

5,822 2.28 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,282 2.07 

藤商事従業員持株会 大阪市中央区内本町１丁目１番４号 2,939 1.15 

松元 恵子 大阪市天王寺区 2,600 1.02 

エイチエスビーシー ファンド 

サービシィズ スパークス ア

セツト マネジメント コーポ

レイテッド 

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店カストディ業務部） 

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

2,386 0.94 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,668 0.65 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

505025 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行 兜町証券決

済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

866 0.34 

計 － 207,029 81.20 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 254,955 254,955 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 254,955 － － 

総株主の議決権 － 254,955 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 154,000 146,000 137,000 126,000 114,000 110,000 

最低（円） 138,000 132,000 122,000 106,000 98,000 99,200 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、ならびに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けており

ます。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成19年１月９日提出の有価証券届出書に添付されたものによっ

ております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準      0.0％ 

売上高基準     0.0％ 

利益基準      0.0％ 

利益剰余金基準   0.0％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

1.現金及び預金     15,701,013 20,821,187   22,845,881 

2.受取手形 ※3   2,366,727 1,194,743   3,038,336 

3.売掛金     2,067,762 1,533,590   3,293,106 

4.たな卸資産     3,150,574 2,646,069   1,781,801 

5.繰延税金資産     349,211 625,283   269,128 

6.その他 ※2   712,958 1,269,352   878,849 

貸倒引当金     △36,800 △15,900   △20,100 

流動資産合計     24,311,447 69.9 28,074,327 66.8   32,087,003 72.0

Ⅱ 固定資産           

1.有形固定資産           

(1)建物   3,089,942   3,666,335 3,606,709   

減価償却累計額   886,535 2,203,407 1,025,960 2,640,375 955,906 2,650,803 

(2)機械及び装置   1,032,349   672,013 1,008,033   

減価償却累計額   489,916 542,433 329,910 342,103 453,840 554,193 

(3)工具器具備品   3,649,091   4,731,753 4,124,511   

減価償却累計額   2,539,699 1,109,392 3,188,195 1,543,557 2,614,788 1,509,722 

(4)土地     3,436,170 4,363,332   4,363,332 

(5)その他   461,647   720,510 271,620   

減価償却累計額   105,276 356,371 124,968 595,542 110,631 160,989 

有形固定資産合計     7,647,774 9,484,911   9,239,041 

2.無形固定資産     232,603 251,667   242,621 

3.投資その他の資産           

(1)投資有価証券     446,205 341,534   318,551 

(2)長期前払費用     1,576,299 3,093,132   2,047,230 

(3)繰延税金資産     274,554 458,920   341,930 

(4)その他     336,469 326,399   344,312 

貸倒引当金     △22,544 △30,621   △49,311 

投資その他の 
資産合計 

    2,610,983 4,189,365   3,002,713 

固定資産合計     10,491,361 30.1 13,925,944 33.2   12,484,376 28.0

資産合計     34,802,808 100.0 42,000,271 100.0   44,571,379 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

1.買掛金     2,963,607 3,999,941   3,451,821 

2.未払金     461,836 639,903   802,133 

3.未払法人税等     1,041,628 45,409   1,063,390 

4.賞与引当金     387,427 268,228   298,411 

5.役員賞与引当金     － －   160,000 

6.その他     262,958 188,396   260,013 

流動負債合計     5,117,458 14.7 5,141,878 12.2   6,035,769 13.5

Ⅱ 固定負債           

1.退職給付引当金     337,240 446,794   369,852 

2.役員退職慰労引当金     604,773 668,303   636,884 

3.その他     59,447 56,862   56,862 

固定負債合計     1,001,460 2.9 1,171,960 2.8   1,063,598 2.4

負債合計     6,118,918 17.6 6,313,838 15.0   7,099,368 15.9

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

1.資本金     56,209 0.2 3,281,076 7.8   3,281,076 7.4

2.資本剰余金           

(1)資本準備金   3,591   3,228,458 3,228,458   

(2)その他資本剰余金   30,000   30,000 30,000   

資本剰余金合計     33,591 0.1 3,258,458 7.8   3,258,458 7.3

3.利益剰余金           

(1)利益準備金   14,950   14,950 14,950   

(2)その他利益剰余金           

特別償却積立金   1,230   241 483   

固定資産圧縮 
積立金 

  6,268   6,268 6,268   

別途積立金   24,000,000   26,800,000 24,000,000   

繰越利益剰余金   4,419,396   2,280,814 6,819,863   

利益剰余金合計     28,441,844 81.7 29,102,274 69.3   30,841,565 69.2

株主資本合計     28,531,644 82.0 35,641,809 84.9   37,381,099 83.9

Ⅱ 評価・換算差額等           

1.その他有価証券評価
差額金 

    152,245 0.4 44,624 0.1   90,911 0.2

評価・換算差額等 
合計 

    152,245 0.4 44,624 0.1   90,911 0.2

純資産合計     28,683,890 82.4 35,686,433 85.0   37,472,011 84.1

負債純資産合計     34,802,808 100.0 42,000,271 100.0   44,571,379 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     18,265,729 100.0 9,690,962 100.0   39,404,689 100.0 

Ⅱ 売上原価     10,019,761 54.9 5,627,220 58.1   20,832,587 52.9

売上総利益     8,245,968 45.1 4,063,742 41.9   18,572,101 47.1

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    5,127,716 28.1 5,031,786 51.9   11,500,169 29.2

営業利益又は 
営業損失(△) 

    3,118,252 17.0 △968,044 △10.0   7,071,931 17.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   72,977 0.4 75,380 0.8   136,717 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   11,651 0.0 12,766 0.1   60,309 0.1

経常利益又は 
経常損失(△) 

    3,179,578 17.4 △905,430 △9.3   7,148,339 18.1

Ⅵ 特別利益     41,675 0.2 30,507 0.3   94,352 0.2

Ⅶ 特別損失 ※３   51,556 0.3 256,743 2.7   102,277 0.2

税引前中間(当期)純
利益又は純損失(△) 

    3,169,697 17.3 △1,131,666 △11.7   7,140,414 18.1

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,042,134   30,221 2,554,104  

法人税等調整額   224,785 1,266,919 6.9 △442,416 △412,195 △4.3 283,812 2,837,917 7.2

中間(当期)純利益又
は純損失(△) 

    1,902,777 10.4 △719,470 △7.4   4,302,497 10.9

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本
剰  余  金 

資本剰余金
合      計 

利益準備金
その他利益剰余金 

特別償却
積 立 金 

固定資産 
圧縮積立金 

別途積立金

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

56,209 3,591 30,000 33,591 14,950 1,977 6,268 21,000,000

中間会計期間中の変動額      

特別償却積立金の取り崩し
（注） 

   △747   

別途積立金の積立て（注）      3,000,000

剰余金の配当（注）      

役員賞与（注）      

中間純利益      

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

     

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － △747 － 3,000,000

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

56,209 3,591 30,000 33,591 14,950 1,230 6,268 24,000,000

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本
合    計 

その他有価
証券評価 
差 額 金 

評価・換算
差額等合計 

その他利益
剰  余  金 利益剰余金

合      計 繰越利益
剰 余 金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

6,603,215 27,626,411 27,716,211 86,741 86,741 27,802,953

中間会計期間中の変動額    

特別償却積立金の取り崩し
（注） 

747 － － －

別途積立金の積立て（注） △3,000,000 － － －

剰余金の配当（注） △867,344 △867,344 △867,344 △867,344

役員賞与（注） △220,000 △220,000 △220,000 △220,000

中間純利益 1,902,777 1,902,777 1,902,777 1,902,777

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

   65,503 65,503 65,503

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△2,183,819 815,433 815,433 65,503 65,503 880,937

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

4,419,396 28,441,844 28,531,644 152,245 152,245 28,683,890



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本
剰  余  金 

資本剰余金
合      計 

利益準備金
その他利益剰余金 

特別償却
積 立 金 

固定資産 
圧縮積立金 

別途積立金

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

3,281,076 3,228,458 30,000 3,258,458 14,950 483 6,268 24,000,000

中間会計期間中の変動額      

特別償却積立金の取り崩し    △241   

別途積立金の積立て      2,800,000

剰余金の配当      

中間純損失      

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

     

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － △241 － 2,800,000

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

3,281,076 3,228,458 30,000 3,258,458 14,950 241 6,268 26,800,000

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本
合    計 

その他有価
証券評価 
差 額 金 

評価・換算
差額等合計 

その他利益
剰  余  金 利益剰余金

合      計 繰越利益
剰 余 金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

6,819,863 30,841,565 37,381,099 90,911 90,911 37,472,011

中間会計期間中の変動額    

特別償却積立金の取り崩し 241 － － －

別途積立金の積立て △2,800,000 － － －

剰余金の配当 △1,019,820 △1,019,820 △1,019,820 △1,019,820

中間純損失 △719,470 △719,470 △719,470 △719,470

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

   △46,286 △46,286 △46,286

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△4,539,049 △1,739,290 △1,739,290 △46,286 △46,286 △1,785,576

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

2,280,814 29,102,274 35,641,809 44,624 44,624 35,686,433



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本
剰  余  金 

資本剰余金
合      計 

利益準備金
その他利益剰余金 

特別償却
積 立 金 

固定資産 
圧縮積立金 

別途積立金

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

56,209 3,591 30,000 33,591 14,950 1,977 6,268 21,000,000

事業年度中の変動額      

新株の発行 3,224,867 3,224,867 3,224,867   

特別償却積立金の取り崩し
（注） 

   △747   

特別償却積立金の取り崩し    △747   

別途積立金の積立て（注）      3,000,000

剰余金の配当（注）      

役員賞与（注）      

当期純利益      

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

3,224,867 3,224,867 － 3,224,867 － △1,494 － 3,000,000

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

3,281,076 3,228,458 30,000 3,258,458 14,950 483 6,268 24,000,000

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本
合    計 

その他有価
証券評価 
差 額 金 

評価・換算
差額等合計

その他利益
剰  余  金 利益剰余金

合      計 繰越利益
剰 余 金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

6,603,215 27,626,411 27,716,211 86,741 86,741 27,802,953

事業年度中の変動額    

新株の発行    6,449,734 6,449,734

特別償却積立金の取り崩し
（注） 

747 － － －

特別償却積立金の取り崩し 747 － － －

別途積立金の積立て（注） △3,000,000 － － －

剰余金の配当（注） △867,344 △867,344 △867,344 △867,344

役員賞与（注） △220,000 △220,000 △220,000 △220,000

当期純利益 4,302,497 4,302,497 4,302,497 4,302,497

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

   4,169 4,169 4,169

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

216,647 3,215,153 9,664,888 4,169 4,169 9,669,057

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

6,819,863 30,841,565 37,381,099 90,911 90,911 37,472,011



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益 
又は純損失（△） 

  3,169,697 △1,131,666 7,140,414

減価償却費   479,354 940,432 1,242,362

貸倒引当金の増減額   △30,916 △22,889 △20,849

賞与引当金の増減額   50,238 △30,183 △38,778

役員賞与引当金の増減額   － △160,000 160,000

退職給付引当金の増減額   33,734 76,942 66,347

役員退職慰労引当金の増減額   31,815 31,419 63,926

受取利息及び受取配当金   △4,780 △4,907 △8,706

固定資産売却益   △1,048 △774 △4,516

会員権売却益    － △5,317 －

投資有価証券売却益   － － △32,223

固定資産売却損   － － 2,439

固定資産除却損   51,556 175,252 99,837

売上債権の増減額   4,800,928 3,603,109 2,903,974

たな卸資産の増減額   △457,641 △864,268 911,131

長期前払費用の増減額   △433,552 △1,220,042 △934,910

仕入債務の増減額   △4,730,038 548,120 △4,241,825

未払金の増減額   △475,513 △165,823 △135,217

未払消費税等の増減額   △457,990 △52,513 △405,477

役員賞与の支払額   △220,000 － △220,000

その他   △539,048 △407,254 △672,662

小計   1,266,794 1,309,635 5,875,266

利息及び配当金の受取額   4,666 4,637 8,495

法人税等の支払額   △3,092,767 △1,007,946 △4,638,391

営業活動によるキャッシュ・フロー   △1,821,306 306,326 1,245,370

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出   － △100,000 －

投資有価証券の売却による収入   － － 47,223

有形固定資産の取得による支出    △891,207 △1,153,219 △3,295,448

有形固定資産の売却による収入   2,805 1,436 14,855

無形固定資産の取得による支出   △24,412 △48,917 △69,796

投資その他の資産の取得による 
支出 

  △169,834 △183,595 △187,440

投資その他の資産の回収による 
収入 

  97,661 169,502 134,075

投資活動によるキャッシュ・フロー   △984,988 △1,314,793 △3,356,531

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式発行による収入   － － 6,449,734

配当金の支払額   △867,344 △1,016,226 △867,344

財務活動によるキャッシュ・フロー   △867,344 △1,016,226 5,582,390

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △3,673,638 △2,024,693 3,471,229

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   19,374,651 22,845,881 19,374,651

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

※ 15,701,013 20,821,187 22,845,881

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

製品・原材料 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

製品・原材料 

同左 

(2）たな卸資産 

製品・原材料 

同左 

  貯蔵品 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価

償却方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附

属設備を除く）について

は、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物 

13年～47年 

機械及び装置 

４年～15年 

工具器具備品 

２年～20年 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附

属設備を除く）について

は、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物 

13年～47年 

機械及び装置 

４年～15年 

工具器具備品 

２年～20年 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附

属設備を除く）について

は、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物 

13年～47年 

機械及び装置 

４年～15年 

工具器具備品 

２年～20年 

    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

 これにより営業損失、経

常損失および税引前中間純

損失は、それぞれ53,050千

円増加し、中間純損失は

31,883千円増加しておりま

す。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （追加情報) 

 法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上して

おります。 

 これによる損益に与える

影響は軽微であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社使用のソフト

ウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３. 繰延資産の処理

方法 

    ────── 

  

  

    ────── 

  

 株式交付費 

 支出時に全額費用処理し

ております。  

４．引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権および破

産更生債権については、個

別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権および破

産更生債権については、個

別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

 同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与の支出に備えるため、

支給見込額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3) 役員賞与引当金 

   ────── 

(3) 役員賞与引当金  

   ────── 

(3) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、支

給見込額を計上しておりま

す。     

    

  

  

  

 （会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用してお

ります。この結果、従来の

方法によった場合と比べ

て、販売費及び一般管理費

が160,000千円増加し、営

業利益、経常利益、税引前

当期純利益および当期純利

益がそれぞれ同額減少して

おります。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、発生の翌事業年度で一

括費用処理することとして

おります。 

(4）退職給付引当金 

    同左   

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異

は、発生の翌事業年度で一

括費用処理することとして

おります。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰

労金規定に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰

労金規定に基づく期末要支

給額を計上しております。 

５．リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．中間キャッシ

ュ・フロー計算

書（キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務

諸表（財務諸

表）の作成のた

めの基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

      



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）および「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は28,683,890千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

      ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

  これまでの資本の部の合計に相

当する金額は37,472,011千円であ

ります。 

 なお、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

      ────── 

  

       ──────  （法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法） 

 「地方税等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後開始される事業

年度より外形標準課税制度が導入

されております。当社は当事業年

度に資本金が１億円を超過したこ

とに伴い、「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日 実務対応報告書第

12号）に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販

売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理

費が55,416千円増加し、営業利

益、経常利益および税引前当期純

利益が同額減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

 １ 偶発債務 

債務保証 

 得意先の分割支払債務に対す

るリース会社への保証 

 １ 偶発債務 

債務保証 

 得意先の分割支払債務に対す

るリース会社への保証 

 １ 偶発債務 

債務保証 

 得意先の分割支払債務に対す

るリース会社への保証 

取引先 51社 135,455千円 取引先 75社 106,635千円 取引先 47社 119,114千円

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２ 消費税等の取扱い 

     同左 

※２   ────── 

※３ 中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をも

って決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形

が、中間期末残高に含まれてお

ります。 

※３ 中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をも

って決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形

が、中間期末残高に含まれてお

ります。 

※３ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。 

 なお、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が当事業年度

末残高に含まれております。  

受取手形 922,208千円 受取手形 305,046千円 受取手形 938,435千円

  ４   ──────   ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に

基づく中間期末日での借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。   

貸出コミット 

メントの総額 

 

10,000,000千円

借入実行残高 － 千円

差引額 10,000,000千円

  ４    ────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 414千円

受取配当金 4,366千円

賃貸収入 48,853千円

受取利息 1,160千円

受取配当金 3,746千円

賃貸収入 43,739千円

受取利息 1,672千円

受取配当金 7,033千円

賃貸収入 92,748千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

賃貸収入原価 11,479千円 賃貸収入原価 11,250千円 賃貸収入原価 22,452千円

株式交付費 37,527千円

※３   ────── ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

    固定資産除却損 175,252千円

リース契約解約損  81,490千円

固定資産除却損 99,837千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 439,925千円

無形固定資産 33,117千円

有形固定資産 729,262千円

無形固定資産 37,638千円

有形固定資産 1,155,352千円

無形固定資産 68,352千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      ２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

              該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      ２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

        該当事項はありません。 

  

  
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

発行済株式         

普通株式 108,418 － － 108,418 

合計 108,418 － － 108,418 

自己株式          

 普通株式  － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 867,344 8,000 平成18年３月31日 平成18年６月28日

  
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 254,955 － － 254,955 

合計 254,955 － － 254,955 

 自己株式         

  普通株式 － － － － 

 合計 － － － － 



３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    (注) 発行済株式の総数は、以下の事項により増加しております。 

    ①平成18年11月１日付で株式１株につき２株の株式分割により108,418株増加しております。 

    ②平成19年２月８日を払込期日とする公募増資により35,000株増加しております。 

    ③平成19年３月13日を払込期日とする第三者割当増資により3,119株増加しております。 

  

      ２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

        該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,019,820 4,000 平成19年３月31日 平成19年６月29日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月７日 

取締役会 
普通株式 446,171 利益剰余金 1,750 平成19年９月30日 平成19年12月７日

  
前事業年度末株式数
（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

発行済株式         

普通株式 108,418 146,537 － 254,955 

合計 108,418 146,537 － 254,955 

 自己株式         

  普通株式 － － － － 

合計  － － － － 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 867,344 8,000 平成18年３月31日 平成18年６月28日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,019,820 利益剰余金 4,000 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 15,701,013

現金及び現金同等物 15,701,013

  （千円）

現金及び預金勘定 20,821,187 

現金及び現金同等物 20,821,187 

  （千円）

現金及び預金勘定 22,845,881 

現金及び現金同等物 22,845,881 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 723,091 566,677 156,413 

工具器具備品 3,300 3,135 165 

合計 726,391 569,812 156,578 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 
（注１） 

134,667 119,910 14,757

合計 134,667 119,910 14,757

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械及び装置 723,091 606,849 116,242

合計 723,091 606,849 116,642

（注）工具器具備品の取得価額相当

額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 ──────       ────── 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 92,169千円

１年超 91,152千円

合計 183,321千円

１年内 17,264千円

１年超 － 千円

合計 17,264千円

１年内 94,216千円

１年超 43,471千円

合計 137,687千円

（注）工具器具備品の未経過リース

料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

 ──────       ────── 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 49,709千円

減価償却費相当額 40,501千円

支払利息相当額 5,032千円

支払リース料 42,971千円

減価償却費相当額 34,723千円

支払利息相当額 2,508千円

支払リース料 99,253千円

減価償却費相当額 80,838千円

支払利息相当額 8,942千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

機械及び装置については、リ

ース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

機械及び装置については、リ

ース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (注１）パチンコ新枠ラインの新設

に着手したことに伴い、パ

チンコ遊技機製造設備のリ

ース契約のうち一部を解約

処理しております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

 ────── 

２．オペレ－ティング・リース取引 

未経過リース料 

 １年内 11,400千円

 １年超 157,700千円

合計 169,100千円

２．オペレ－ティング・リース取引 

 ────── 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間会計期間（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日）および前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間会計期間（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日）および前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間会計期間（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日）および前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいものとして記載を省略しております。 

  

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

取得原価
（千円） 

中間貸借
対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円）

取得原価
（千円）

中間貸借
対照表計
上額 
（千円）

差額 
（千円）

取得原価
（千円） 

貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円）

(1）株式 167,284 426,205 258,920 167,284 241,534 74,250 167,284 318,551 151,266 

(2）債券                   

① 国債・地方債

等 
－ － － － － － － － － 

② 社債 － － － － － － － － － 

③ その他 － － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 167,284 426,205 258,920 167,284 241,534 74,250 167,284 318,551 151,266 

  

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式       

子会社株式 10,000 10,000 10,000 

関連会社株式 4,200 4,200 4,200 

(2）その他有価証券       

非上場株式 15,000 100,000 － 

非上場社債 5,000 5,000 5,000 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 

264,567.60円 

１株当たり純資産額 

139,971.50円 

１株当たり純資産額 

146,975.00円 

１株当たり中間純利益金額 

17,550.38円 

１株当たり中間純損失金額 

2,821.95円 

１株当たり当期純利益金額 

19,382.02円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。  

 当社は、平成18年11月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。 

 １株当たり純資産額 

         132,283.80円 

 １株当たり中間純利益金額 

          8,775.19円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

 当社は、平成18年11月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

 １株当たり純資産額 

         127,206.52円 

 １株当たり中間純利益金額 

          25,141.76円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

  中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（千円） 
1,902,777 △719,470 4,302,497 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純

利益又は普通株式に係る中間純

損失（△）（千円） 

1,902,777 △719,470 4,302,497 

期中平均株式数（株） 108,418 254,955 221,984 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 平成18年10月12日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

 当該株式分割の内容は、以下のと

おりであります。 

       ──────       ────── 

１．平成18年11月１日をもって、平

成18年10月31日を基準日として株

主の所有株式数を１株につき２株

の割合で分割します。 

    

２．分割により増加する株式数     

普通株式 108,418株     

３．当該株式分割が、当期首に行わ

れたと仮定した場合の当中間会計

期間における１株当たり情報は、

以下のとおりとなります。 

    

当中間会計期間 

１株当たり純資産額 

132,283.80円

１株当たり中間純利益金額 

8,775.19円

    

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

    



(2）【その他】 

平成19年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額 …………………………………  446,171千円 

（ロ）１株当たりの金額 ………………………………………………  1,750円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日 ……………… 平成19年12月７日 

 （注）平成19年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行います。



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第42期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

   平成19年８月31日近畿財務局長に提出。 

事業年度（第42期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年１月５日 

株式会社藤商事  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石橋 正紀  印 

 
代表社員 

業務執行社員  
  公認会計士 山本 操司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社藤商事の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第42期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社藤商事の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月12日 

株式会社藤商事  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石橋 正紀  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 操司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐々木 健次 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社藤商事の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社藤商事の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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